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平 成 ２ ３ 年 度 事 業 報 告 

 

 

平成23年度の財団法人科学技術広報財団（以下、「財団」という。）の事業を以下のとおり報告い

たします。 

 

財団は、社会に対する科学技術の広報啓発と科学技術振興への寄与という使命及び社会的意義

を認識し、その目的を達すべく中長期的な視野で公益性のある事業を担っていくため、２３年度

より新公益法人移行への準備を開始した。 

平成２３年度事業として、財団の財政・事業基盤を確保するため新規事業への取り組みを行う

等、科学館運営・展示開発事業及び科学技術普及・啓発事業を実施した。 

また、法人としてのコンプライアンス及び業務環境整備のため財団本部を移転した。 

 

Ⅰ．会議の開催状況 

 

平成 23年度に当財団の事業運営に関し、理事会を 4回、評議員会を 3回開催した。 

また、公益財団法人への移行認定申請を行うにあたり、評議員選定委員会を１回開催した。 

 

１．理事会 

○平成 23年 6月 23日（木）開催 

（議事） 

（１） 平成 22年度事業報告書（案）及び決算報告書（案）について審議・承認 

（２） 評議員の交代に伴う選任（案）について審議・承認 

 

○平成 23年 11月 24日（木）開催 

（議事） 

（１） 事務所移転に伴う寄附行為変更（案）について審議・承認 

（２） 財団移行方針（案）について審議・承認 

（３） 最初の評議員選定方法（案）について審議・承認 

（４） 評議員選定委員会運営規則（案）について審議・承認 

（５） 評議員選定委員の選定（案）について審議・承認 

 

○平成 24年 1月 30日（月）開催 

（議事） 

（１） 最初の評議員の推薦（案）について審議・承認 

（２） 平成２３年度事業計画(案)及び収支予算(案)について審議・承認 

（３） 常務理事の追加選任（案）について審議・承認 

（４） 評議員の交代に伴う選任（案）について審議・承認 
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○平成 24年 3月 26日（月）開催 

（議事） 

（１） 平成 24年度事業計画（案）及び収支予算（案）について審議・承認 

（２） 理事長及び常務理事の選任について審議・承認 

（３） 公益財団法人移行後の定款（案）等の規程について審議・承認       

 

２．評議員会 

  ○平成 23年 6月 23日（木）開催 

    （議事） 

    （１） 平成 22年度事業報告書（案）及び決算報告書（案）について審議・承認 

    

○平成 23年 11月 24日（木）開催 

  （議事） 

  （１） 事務所移転に伴う寄附行為変更（案）について審議・承認 

  （２） 財団移行方針（案）について審議・承認 

  （３） 最初の評議員選定方法（案）について審議・承認 

 

○平成 24年 3月 26日（月）開催 

  （議事） 

  （１） 平成 24年度事業計画（案）及び収支予算（案）について審議・承認 

  （２） 次期役員選任（案）について審議・承認 

  （３） 公益財団法人移行後の定款（案）等の規程について審議・承認 

 

３．評議員選定委員会 

  ○平成 24年 1月 30日（月）開催 

    （議事） 

    （１） 最初の評議員の選任について審議・承認 
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Ⅱ．役員・評議員及び職員の状況 

 

（１）役員の現状（平成 24年 3月 31日現在） 

役職 定数（人） 現員（人） 

理事長 1人 1人 

常務理事 3人以内 2人 

理事 
7人以上 12人以内 

（うち、理事長 1名及び常務理事 3名以内） 

8人 

（うち、理事長 1名及び常務理事 2名） 

監事 2人又は 3人 2人 

 

（２）評議員の現状（平成 24年 3月 31日現在） 

定数 現員（人） 

12人以上 17人以内 12人 

 

（３）職員の現状（平成 24年 3月 31日現在） 

区分 職員数（人） 

事務局 3人 

新潟県立自然科学館 管理事業本部 8人 

計 11人 

 

（４）役員の異動 

退 任 就 任 

退任日  氏 名 就任日  氏 名 

平成 23年 

3月 31日 
理事 長尾 昭博 

平成 23年 

4月 1日 
理事 桑原 政昭 

   
平成 23年 

4月 1日 

理事 

（常務理事） 
熊澤 健一 

平成 24年 

3月 31日 
理事 桑原 政昭 

平成 24年 

4月 1日 

理事 

（理事長） 
沖村 憲樹 

平成 24年 

3月 31日 
理事 中村 裕治 

平成 24年 

4月 1日 
理事 赤池 学 

平成 24年 

3月 31日 
理事 松岡 功 

平成 24年 

4月 1日 
理事 福島 三喜子 

   
平成 24年 

4月 1日 
理事 間宮 馨 

   
平成 24年 

4月 1日 
理事 高松 賢一 

平成 24年 

3月 31日 
監事 安藤 修 

平成 24年 

4月１日 
監事 富田 英保 
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（５）評議員の異動 

退 任 就 任 

退任日 氏 名 就任日  

平成 23年 

3月 31日 
福地 茂雄 

平成 23年 

4月 1日 
松本 正之 

平成 23年 

6月 30日 
森下 秀生 

平成 23年 

7月 1日 
滝沢 博 
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Ⅲ．科学館運営・展示開発事業 

 

（１）新潟県立自然科学館の運営（新潟県受託事業） 

新潟県より共同事業者とともに指定管理者として平成２２年度から平成２６年度までの５

年間運営委託されている新潟県立自然科学館の運営を実施した。 

平成２３年度の来館者数は 260,075人だった。 

 

（２）横浜こども科学館の運営協力 

平成２３年度より５年間、横浜こども科学館の指定管理運営における協力事業者として展

示運営および教育普及活動の企画支援事業を実施した。 

 

 

Ⅳ．科学技術普及啓発事業 

 

（１）ドラえもんの科学みらい展 

前年からの継続事業として、平成２２年度に関係企業（５社）と実行委員会を組成し共同 

事業方式により企画・制作した「ドラえもんの科学みらい展」の巡回展示を実施した。 

 

（２）科学ポスターの提供 

前年からの継続事業として、科学に対する興味の啓発事業として文部科学省が制作した科 

学ポスター（一家に１枚シリーズ）を複製し有料頒布を実施した。 

売上件数は 1,196件、売り上げ総枚数は 53,122枚となった。 

平成２３年度の有料頒布委託機関は書店５店舗、科学館ミュージアムショップ４店舗である。 

 

（３）科学技術関連団体の広報活動支援業務 

前年からの継続事業として、日本科学オリンピック推進委員会が開催する情報オリンピック 

及び地学オリンピックの日本委員会事務局への支援業務を実施した。 

 

（４）新規事業への取り組み 

①科学技術に関する広報啓発事業として、日本化学会から展示品を譲り受け全国の科学館 

 に巡回展示するための事務局を設置した。 

②科学技術普及・利用に係る広報業務として、民間企業の広報・立案作業を実施した。 

以上 


